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流山市市民参加条例逐条解説  

 

 

 

【趣旨】  

本条は、流山市自治基本条例(以下「自治基本条例」という。)第１６

条に規定されている市民等の市政への参加に関して、手続その他必要

な事項について定め、市民等の市政への参加を保障するため条例を制

定するものです。  

 

【解説】  

 自治基本条例第１６条では、市民等の市政への参加に関する手続そ

の他必要な事項については、別に条例で定めると規定しています。自

治基本条例第４条の「基本理念」、第１１条の「参加の権利」、第１２

条の「子どもの意見表明の機会の保障」、第１３条の「参加の機会の保

障」、第１４条の「提案制度」、第１５条の「協働によるまちづくり」

に規定する事項を踏まえて、本条例を定め、市民自治を推進すること

を目的としていることを規定しています。  

 

（目的）  

第１条  この条例は、流山市自治基本条例（平成２１年流山市条例第１

号）第１６条の規定に基づき、市民等の市政への参加（以下「市民参

加」という。）の手続その他必要な事項を定め、市民自治を推進するこ

とを目的とします。  
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（定義）  

第２条  この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによります。  

（１）審議会等  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の

４第３項に規定する附属機関及びこれに類するものをいいます。  

（２）パブリックコメント手続  市の政策の策定に当たり、当該策定し

ようとする政策の目的、趣旨、内容等の必要な事項を公表し、市民

等の意見及び情報（以下「意見等」という。）を求め、提出された

意 見 等 を 多 面 的 か つ 総 合 的 に 検 討 し て 当 該 政 策 に 係 る 意 思 決 定 を

行うとともに、提出された意見等の概要及び意見に対する市の考え

方を公表する一連の手続をいいます。  

（３）意見交換会  市の政策について、市民等と市が意見を交換するた

めに市が開催する会議をいいます。  

（４）公聴会  市の政策の案に対して、賛成の意見と反対の意見が存在

する場合において、市民等の意見を聴くために市が開催する会議を

いいます。  

（５）  政策提案制度  市民等が具体的な政策を提案し、その提案に対

し、市が多面的かつ総合的に検討し、意思決定を行うとともに、そ

の提案の概要、市の考え方等を公表する一連の手続をいいます。  

 

【趣旨】  

 用語の定義を行い、次条以下の用語の解釈の統一を図るものです。

なお、自治基本条例で定められている用語の定義と同一のものにつ  

いては、第１条において、この条例の制定目的において自治基本条 例

を引用していることから改めて本条例では、定義しませんでした。  

「市民」  本市の住民基本台帳に記録されている者をいいます。   

「市民等」  市民並びに市内で働く者及び就学する者 並びに市内の

自治会、ＮＰＯ及び事業者をいいます。  

「市」  市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員

会、固定資産評価審査委員会、水道事業管理者及び消防長をいいます。  

「市政」  行政の運営及び議会の活動をいいます。  

「参加」  市又は議会による政策の立案、実施及び評価の過程にお

いて、市民等が意見を表明し、行動することをいいます。  

「協働」 市民等、市及び議会が、それぞれの役割及び責務のもと、

お互いの自主性及び自立性を尊重し、十分な協議と理解の上、目的を
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共有し、対等な立場で連携し、協力して活動することをいいます。  

 

【解説】  

【第１号】  

「附属機関」とは、市民等や専門的な知識を有する者の意見を行政

の運営に反映するため、法律や条例 により設置する合議機関をいいま

す。  

 「これに類するもの」は、法律や条例に基づかず、行政の運営に対

する市民等の意見の反映を目的として、要綱等により設置するものを

いいます。  

【第２号】  

 この号は、市民参加の方法の一つである「パブリックコメント手続」

の定義について、規定しています。  

【第３号】  

 「意見交換会」は、市が市民等と対面し直接意見を聴くことや議論

し合うことができる会議をいいます。タウンミーティングをはじめ、

シンポジウム、フォーラムなど、市民等が議論し合うことが入ってい

るものも含みます。  

【第４号】  

「公聴会 」は 、「 意見交換 会」と は 区別し、 市が政 策 を決定す る際

に反対意見や賛成意見が存在する場合、それぞれの意見を持った市民

等の意見を聴くために市が開催する会議をいいます。  

【第５号】  

 政策提案制度とは、市民等が自発的に具体的な政策を提案し、それ

に対して、市が意思決定を行い、その提案の概要、市の考え方等を公

表する一連の手続をいいます。  

政策提案制度は、個人的な意見や要望ではなく、 豊かな知識と経験

を持つ市民等が、政策等の提案を自発的に市に行い、行政の運営に参

加できる仕組みです。  

また、市は、対象事項等について、市民等から政策の提案を求める

こともできることから、政策を策定する初期の段階から、市民等の意

見やアイディアを活かすことができます。  
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（基本原則）  

第３条  市民参加は、すべての市民等にその機会を保障し、政策形成の

できるだけ早い時期から行われなければなりません。  

２  市民参加は、市民等、市及び議会が情報をわかりやすく発信すると

ともに、これを共有して行われなければなりません。  

３  市民参加は、市民等、市及び議会がそれぞれのもつ特性を生かし、

お互いの役割を理解し、尊重しながら行われなければなりません。  

 

【趣旨】  

 本条では、市民参加における市民等、市及び議会の市民参加の基本

となる原則を規定しています。  

 

【解説】  

【第１項】  

すべての市民等に市民参加の機会を保障することを基本的な考え方

とし、「できるだけ早い時期」とは、行政活動 における計画の立案、

実施、評価、改善の段階における市民参加だけでなく、問題発見、課

題設定の段階を意味します。  

【第２項】  

 市民等、市及び議会の情報の共有について定めたものです。 情報共

有は、市民参加の前提条件です （自治基本条例第８条参照）。こうし

たことから、市民等、市及び議会は、相互に積極的に市政に関する情

報を提供するだけでなく、その情報が相互に伝わるよう配慮する必要

があります。  

 また、情報は、様々な市民等に配慮し、表現や発信方法等にも 工夫

する必要があります。  

 例えば、公表する内容が、市民等が読むことに大きな負担を感じる

ものは、概要など整理した資料を作成し、同時に公表することなどが

あります。  

【第３項】  

 市民参加における市民等、市及び 議会の関わり方について規定し た

ものです。  

 地方自治体では、市長と議員をともに住民が直接選挙で選ぶという

二元代表制度をとっていますが、その特徴は、市長と議会がともに住

民を代表するところにあります。こうしたことを踏まえ、市民参加は、
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市民等、市及び議会が、お互いの役割を理解し、尊重しながら行われ

ることが大切です。  

 

 

 

【趣旨】  

 本条例により、市民参加の手続を定め、効果的に行政への市民参加

を進めていくためには、それにふさわしい 市民参加の環境を整備する

ことが必要です。こうしたことから、そ の環境を整備するために大き

な役割を果たす市の責務について、規定していま す。  

 

【解説】  

【第１項】  

市民等が日頃から市に対して関心を持ち、その関心を市民参加に発

展させるためには、情報共有が大切です。市は、市民等から要望や申

出があって情報提供するのではなく、市が市民参加を常に意識し、わ

かりやすく情報を積極的に発信するよう心がけなければなりません。  

【第２項】  

「参加しやすい市民参加の機会 を積極的かつ公平に提供する」とは、

政策形成のできるだけ早い時期から行われる市民参加の手続の中で、

より多くの市民等から意見を聴取する場合には 、時間、場所、実施方

法等を配慮することなどをいいます。  

【第３項】  

 市民参加の手続を行う場合は、複数の方法によって行われることに

なります（第６条）が、それぞれの市民参加の手続によって述べられ

（市の責務）  

第４条  市は、市民参加を推進するために、市民等に積極的に情報を提

供しなければなりません。  

２  市は、市民等が参加しやすい市民参加の機会を積極的かつ公平に提

供しなければなりません。  

３  市は、市民参加の手続により述べられた意見等を十分に考慮し、そ

の反映に努めなければなりません。  

４  市は、市民参加の手続により述べられた意見等に対する検討の結果

について、速やかに公表しなければなりません。  
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た意見を十分検討して、反映に努めることが必要です。「十分に考慮」

とは、「多面的かつ総合的」（第１２条） と同義語であり、行政面、

財政面、人事面からの検討をいうものです 。  

【第４項】  

 市の説明責任を果たし、市民等との信頼関係を築くために、 市民参

加の手続により述べられた意見 等に対する検討を終えた場合は、速や

かに公表することが必要であるため、これを市に義務付けたものです 。 

 

 

（市民参加の対象）  

第５条  市は、次に掲げる事項（以下「対象事項」という。）を実施し

ようとするときは、市民参加の手続を行わなければなりません。  

（１）基本構想、基本計画その他基本的な事項を定める計画の策定又は

変更  

（２ ）行 政の 運営 に関 する 基本 方針 を定 める 条例 又は 市民 に義 務を 課

し、若しくは市民の権利を制限することを内容とする条例の制定又

は改廃  

（３）公共施設の設置に係る計画の策定又は 変更  

（４）市民生活に大きな影響を及ぼす制度の導入又は改廃  

（５）条例以外で定める市民が納付すべき金銭のうち、規則で定めるも

のの額の設定又は改定に係る基本方針の策定又は変更  

２  前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当するものは、市民参

加の対象としないことができます。  

（１）軽易なもの  

（２）緊急に行わなければならないもの  

（３）法令の規定により実施の基準が定められており、その基準により

行うもの  

３  市は、前項の規定により市民参加の対象としないものとしたことに

ついて、速やかにこれを公表し、十分な説明を行わ なければなりませ

ん。  

４  市は、対象事項以外の事項についても、市民参加の対象とすること

ができます。  

 

【趣旨】 

本条は、市民参加の対象事項に関する事項について、規定していま
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す。  

 

【解説】 

【第１項第１号】 

市は、総合的かつ長期的な視点に立って策定された基本構想やその実現

を図るための施策の展開を体系別に整理し方向性を示した基本計画は、本

市の市政運営の指針となるもので、市民等と市が将来に向けた共通の認識

や目標を持つことが大切です。  

「その他基本的な事項を定める計画」には、男女共同参画プラン、地

域福祉計画、次世代育成支援行動計画、都市計画マスタープラン、都

市景観形成基本計画、環境基本計画、地域防災計画などがあります。 

【第１項第２号】 

  「行政の運営 に関する基本方針を定める条例」は、流山市の基本的

な考え方を示しているもので、当該条例に基づいて行政を運営してい

くためには、市民等の理解と協力が不可欠であり、 当該条例を制定又

は改廃するときは、市民参加の対象としたものです。  

 具体的には、自治基本条例、 市民参加条例、行政手続条例、情報公

開条例、個人情報保護条例などがあります。  

 「市民に義務を課し、若しくは市民の権利を制限することを内容と

する条例」は、市民の権利や義務にかかわり、市民生活に重大な影響

を与えるもので、権利制限の限度や課せられる義務の内容等の合理性

について、市民の理解と協力を得ながら検討する必要があることから、

これらの条例の制定や改正又は廃止するときは、市民参加の対象にし

たものです。具体的には、手数料条例、路上喫煙の防止及びまちをき

れいにする条例、自転車の放置防止に関する条例、公害防止条例など

があります。  

【第１項第３号】 

 限られた財源を有効に使い、市民ニーズに合った 利用しやすい施設

とすることが求められていることから、市民参加の対象としたもので、

「公共施設」には、小学校、中学校、体育館、図書館、道路、公園、

下水道などの公共の用に供される物的設備がこれに含まれます。  

 ただし、道路、公園、下水道 など都市計画事業に関するものは、都

市計画法等の関係法令で市民参加の 手法が定まっているため、公共施

設に該当しても、次条第１項の規定により、本条例からは除外されて

います。  
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「設置に係る計画の策定又は変更」とは、施設の新設、改築、増築

の基本方針、基本計画などをいいます。  

【第１項第４号】 

 「市民生活に大きな影響を及ぼす 制度」には、第５条第１項第１号

から第３号に掲げる以外のもので、市民に労力や負担を求める等市民

の理解と協力が必要なものをいいます。  

各種施設の利用料金、通学区域の設定、家庭ごみの有料化などがあ

ります。  

【第１項第５号】 

 条例以外で定める市民が納付すべき金銭のうち、この条例の施行規則で

定める市民が納付すべき金銭の 額 の 設 定 又 は 改 定 に 係 る 基 本 方 針 の 策

定又は変更については、市民参加の対象となります。  

条例以外で定める市民が納付すべき金銭には、現在、流山市保育料徴収

規則で規定されている保育料、流山市健康診査等に関する規則で規定され

ている一部負担金、流山市社会福祉施設入所等措置に要する費用の徴収に

関する規則で規定されている費用などがあります。 

 施行規則で定めるに当たっては、それが公法上の債権であるか否か、対象者の多寡

等を考慮します。 

 なお、本号で規定する市民参加の対象事項は、額の設定又は改定に

係る基本方針の策定又は変更についてであり、基本方針の策定又は変

更に伴わない額の設定又は改定は、対象としていません。消費税率の

改正に伴う額の改定などは対象外となります。  

【第２項第１号】 

第１項に該当する市民参加の手続の対象事項であっ ても、市民等の

考えを反映させる余地がない場合、必要性に乏しい場合、さらに時間

的制約によって、市民参加を行うことが 施策の実施の適切な時期を失

する場合もあることから市民参加の手続を行わないことができるもの

です。  

市民参加の「軽易なもの」とは、条例等において法令を引用してい

る場合に、引用している法令の改正により、引用部分の条項、号など

の番号や用語の表現方法を変更するための条例改正 、制度の大幅な改

正又は基本的な事項の改正を伴わない場合 などです。  

【第２項第２号】 

「緊急に行わなければならないもの」とは、意思決定に迅 速さが求

められ、市民参加を行ってその意思を決定するまでの時間を費やせな
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い場合をいいます。  

【第２項第３号】 

 「法令の規定により実施の基準が定められており 、その基準に基づ

き行うもの」とは、法令に一定の基準が定められているものなど、 そ

の基準に基づいて行うものをいいます。例えば、税法 等の法律及びこ

れに基づく政令や省令によって一定の従うべき基準が示されている場

合などがあります。  

【第３項】 

第１項の市民参加を求める対象事項のうち、第２項に該当し、市民

参加の対象としなかったときは、その内容及び理由を速やかに公表し、

十分な説明を行うことにより、市民への説明責任を果たすことを規定

したものです。  

【第４項】 

 本条例の制定の趣旨を踏まえると、対象事項以外の事項についても、

市民生活への影響などを考慮し、市が必要と判断した事項については、

市民参加の手続を行うことができるよう規定したものです。  

 

 

（市民参加の方法）  

第６条  市は、前条第１項又は第４項の規定により市民参加の手続を行

うときは、法令（条例を含む。）に市民参加の手続について別に定め

のある場合を除き、次に掲げる方法のうち、適切と認める複数の方法

により行わなければなりません。  

（１）審議会等の開催  

（２）パブリックコメント手続  

（３）意見交換会の開催  

（４）公聴会の開催  

（５）政策提案制度  

（６）その他の効果的と認められる方法  

２  前項第６号に規定する市民参加の手続を行う場合の方法は、市長が

別に定めます。  

 

【趣旨】  

市民参加は、問題発見、課題設定、計画の立案、実施、評価、改善

等様々な段階で、市民等の意見が行政の運営に反映されるようその方
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法を規定しています。  

市民参加の方法には、それぞれ特性があり、政策等の形成段階や内

容により、実施時期や効果的な方法は異なります。また、参 加しやす

い方法は、市民等により異なることから、 複数の市民参加の方法を組

み合わせることにより、より多くの意見を聴取することができます。  

 

【解説】  

【第１項第１号】  

 市民参加の方法の一つとして、審議会等の開催を規定しています。  

 審議会等は、学識経験者等、専門的な知識や経験を有する者が話し

合い合意形成を図っていくものですが、公募による市民 等を加え、市

民の意見を聴く機会を設けることにより、市民の意見を反映した結論

を導くことができます。  

【第１項第２号】  

 市民参加の方法の一つとして、パブリックコメント手続を規 定して

います。  

 パブリックコメントを日本語に言い換えると「意見公募」、「意見提

出手続」となりますが、市の政策の策定過程において、当該策定しよ

うとする政策の目的、趣旨、内容等の必要な事項を公表し、市民等の

意見及び情報（以下「意見等」という。）を求め、提出された意見等を

多面的かつ総合的に検討して当該政策に係る意思決定を行うとともに、

提出された意見等の概要及び意見に対する市の考え方を公表する一連

の手続をいいます。  

【第１項第３号】  

市民参加の方法の一つとして、意見交換会の開催を規定しています。 

 意見交換会は、市民等と市が直接、双方向の意見の交換ができます。

市が開催するタウンミーティング、比較的尐人数で自由な議論や共同

作業を通じて合意形成を図るワークショップ、意見交換 が内容に含ま

れている説明会についても、意見交換会に該当します。  

【第１項第４号】  

市民参加の方法の一つとして、公聴会の開催を規定しています。  

 公聴会は、市の政策の案に対して、賛成の意見と反対の意見が存在

する場合において、市民等の意見を聴くために市が開催する会議をい

います。  

【第１項第５号】  
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市民参加の方法の一つとして、政策提案制度を規定しています。  

 市民等が具体的な政策を提案し、その提案に対し、市が多面的かつ

総合的に検討し、意思決定を行うとともに、その提案の概要、市の考

え方等を公表する一連の手続をいいます。  

 政策提案制度は、市民等自らが対象事項について主体的に提案をで

きるだけではなく、市からも対象事項等について、提案を求めること

ができます。  

【第１項第６号】  

市民参加の方法の一つとして、その他の効果的と認められる方法を

規定しています。  

「その他の効果的と認められる方法」は、 市民参加の手続の方法と

して定めた、審議会等の開催、パブリックコメント手続、 意見交換会

の開催、公聴会の開催、政策提案制度以外の方法で、より効果的な方

法がある場合は、その方法を積極的に用いることを定めたもので、 ア

ンケート、市民意識調査、自治基本条例の策定プロセスで用いられた

地域でのパブリック・インボルブメント（ PI）など、市民等の市政に

対する意見や意思を把握するための様々な方法が考えられます。また、

近年、市民参加の手法として、自治体でも導入されている住民基本台

帳から無作為に対象者を抽出し、参加を承諾した者の中から参加者を

選ぶ無作為抽出型市民会議や討論型世論調査などがあります。  

【第２項】  

その他の効果的と認められる方法を実施する場合の手続については、

市長が別に定めることを規定したものです 。  
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（審議会等の委員等）  

第７条  市は、審議会等（対象事項（第５条第４項の規定により、市民

参加の対象となる事項を含む。以下「対象事項等」という。）の審議等

を行うものに限る。以下この条、次条及び第９条において同じ。）の委

員の選任に当たっては、法令の規定により委員の構成が定められてい

る場合を除き、原則として、委員の総数の３分の１以上が公募の方法

を通じて選任される市民等（以下「公募による市民等」という。）にな

るよう努めなければなりません。  

２  市は、審議会等の委員の選任に当たっては、当該審議会等の目的に

鑑み、専門的な知見のほか、年齢層、男女別、地域性及び在職年数並

びに他の審議会等の委員との兼任の状況その他の事情を勘案し、市民

等の多様な意見が反映されるよう努めなければなりません。  

３  市は、審議会等の委員を選任したときは、当該委員の氏名、任期及

び選任の区分を公表しなければなりません。  

 

【趣旨】  

市は、対象事項等に係る政策を決定する上で専門的な意見や市民の

意見を反映させる必要があるときは、審議会等に付議する 場合もあり

ますが、審議会等の議論に市民等の多様な考え方を反映し、市民等に

開かれた議論の場とするため、委員の公募 その他委員の選任について

規定しています。  

 

【解説】  

【第１項】  

対象事項（第５条第４項の規定により、市民参加の対象となる事項

を含む。以下「対象事項等」という。）の審議等を行う 審議会等の委員

の選任に当たっては、専門的な議論にも、市民等の視点が必要で す。

この本項において、「法令の規定により委員の構成が定められている

場合を除き、原則として公募による市民 等を含めるものとし、その割

合 は 、 委 員 の 総 数 の ３ 分 の １ 以 上 に な る よ う 努 め な け れ ば な り ま せ

ん。」と規定しています。努力義務として規定している理由は、その

審議会等が、個人のプライバシーに関することを審議したり、専門的

知識や経験を優先させる必要がある場合や、公募になじまない性格 の

審議会等もあり、更に公募しても応募がない場合も考えられ るからで
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す。  

こうしたことから、公募の委員 による市民等が委員総数の３分の１

に満たない審議会等であっても、市民参加の方法と することを妨げる

ものではありません。  

また、審議会等によっては、審議内容にかんがみ、自治会の役員や

市民公益活動団体を代表するものなど市民等の範疇に含まれるもの を

選任区分としていますが、この場合は、公募の努力義務が課されるこ

とはありません。公募することも、 公募の対象から除くこともできま

す。  

市民等の選任区分以外の選任区分であっても、公募を行い、選任さ

れた結果、その者が市民等の範疇のものであれば、公募の方法を通じ

て選任される市民等の割合に含めます。  

【第２項】  

審議会等の委員の選任に当たっては、市民等の多様な意見をもとに

議論するためには、当該審議会等の目的にかんがみ、専門的な知見の

ほか、年齢層、男女別、地域性及び在職年数並びに 他の審議会等の委

員との兼任の状況その他の事情を勘案し、市民等の多様な意見が反映

されるよう努めることを規定したもので、多くの市民層の意見の反映

を確保するとともに、特定の意見に偏らないようにしたものです 。  

【第３項】  

 透明性を確保するため、審議会等の委員を選任したときは、当該委

員の氏名、任期及び選任の区分を公表することを定めたものです。  
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（審議会等の会議の公開等）  

第８条  審議会等の会議は、公開とします。ただし、法令（条例を含む。）

の規定により審議会等が非公開とすることができると定め られている

ときは、この限りではありません。  

２  前項ただし書の規定により審議会等の会議の全部又は一部を公開し

ないときは、別に法令（条例を含む。）の定めがある場合を除き、審議

会等の長が会議に諮り、多数決によって決定するものとします。この

場合において、多数決の結果が可否同数の場合は、審議会等の長の判

断で公開又は非公開を決定するものとします。  

３  審議会等は、会議を公開としないことを決定したときは、その理由

を明らかにするものとします。  

４  市は、審議会等の会議が開催されるときは、会議開催日の１週間前

までに広報又はホームページ等により公表しなければなりません。た

だし、緊急に会議が開催されるときは、この限りではありません。  

５  前項の規定により公表する内容は、会議名、議題、日時、場所、傍

聴の手続、担当課名その他必要な事項とします。  

６  審議会等の長は、審議会等の傍聴者に対して、必要な資料提供と積

極的な情報提供に努めるものとします。  

 

【趣旨】  

 審議会等の会議は、専門的な議論が行われますが 、法令の規定によ

り会議が非公開とされている場合等を除き、 これを公開することで市

民等との情報共有を図ることができることから、公開する ことを規定

したものです。  

 

【解説】  

【第１項】  

 審議会等の会議は、法令（条例を含む。）の規定により審議会等が非

公開と定められているときを除き、原則公開とします。  

 非公開の決定は、議事が確定し、それが継続しているようなときは、

第１回目の会議の冒頭で、非公開の決定をすれば、後の会議において

あらためて非公開の決定を行わないとする運営をすることができます

が、その旨が市民等にわかるよう公開することが必要です。  

【第２項】  

 前項ただし書の規定により審議会等の会議の全部又は一部を公開し
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ないときの会議の運営について 規定しています。  

【第３項】  

 審議会等の会議は、公開が原則のため、会議を非公開とした場合は、

市民等に理解を得るため、非公開の理由を明らかにすることを規定し

ています。  

【第４項】  

 多くの市民等に傍聴の機会を提供するために、緊急に会議が開催さ

れる場合を除き、会議開催の１週間前まで、広報又はホームページな

どで公表することを規定しています。  

【第５項】  

 前項の規定により公表する内容を規定しています。  

【第６項】  

 会議資料の傍聴者への公開（不開示情報を除く。）を通じて、会議の

透明性を図るとともに、傍聴者との情報共有により、会議をよりわか

りやすくするものです。提供とは、資料の閲覧も含みます。  

 

 

（審議会等の会議録の作成及び公表）  

第９条  審議会等は、会議を開催したときは、会議録又は議事要旨を作

成し、法令（条例を含む。）に定めのある場合を除き、速やかに公表し

なければなりません。この場合において、会議に提出された資料（流

山市情報公開条例（平成１３年流山市条例第３２号）第７条各号に定

める不開示情報（以下「不開示情報」という。）を除く。）を併せて公

表しなければなりません。  

２  前項の会議録及び議事要旨には、会議名、開催 日時、開催場所、出

席者氏名等を記載するほか、審議会等の内容について市民等が理解で

きる形式としなければなりません。  

３  市は、審議会等から提出された答申及び建議に対する検討を終えた

ときは、不開示情報を除き、その結果を速やかに公表しなければなり

ません。  

 

【趣旨】  

 審議会等の会議は、透明性を確保するだけでなく、傍 聴者だけでな

く市民等が誰でも内容等を知ることができるよう会議録又は議事要旨

を作成し、公表することにより、情報共有を図るよう規定しています。  
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 会議録が膨大であり、分かりづらい場合、各所に不開示情報が あり、

分意が伝わりにくくなる場合は、議事要旨とすることができます。  

 

 

【解説】  

【第１項】  

 審議会等の運営の透明性の確保し、市民等と審議会等との情報共有

するために、流山市情報公開条例（平成１３年流山市条例第１号）第

７条各号に定める不開示情報会議録を除き、市は、会議録 又は議事録

要旨を作成し、ホームページなどで公開することを規定しています。  

【第２項】  

会議録及び議事要旨に記載する内容を定めたものです。また、会議

録や議事要旨は、市民等が、審議の内容や審議経過を十分理解できる

ような形式とするよう規定しています。  

【第３項】  

 審議会等から提出された建議や答申をもとに、市が検討を終えたと

きは、その結果を公表することにより、審議会 等の委員だけでなく、

市民等が答申に盛り込まれた内容が、その後の政策等にどのように反

映されたのかを理解することができるよう規定しています。  

 

 

（パブリックコメント手続の実施の手続）  

第１０条  市は、パブリックコメント手続により意見を求めようとする

ときは、次に掲げる事項を事前に公表しなければなりません。  

（１）政策の案の目的、趣旨、内容及び背景  

（２）政策の案を立案する際に整理した市の考え方 及び論点  

（３）前２号に定めるもののほか、市民等が政策の案を理解するために

必要な資料  

（４）意見等の提出先、提出方法及び提出期間  

 

【趣旨】  

市民等の多様な意見を行政の運営に反映させるため、パブリックコ

メント手続を実施します。パブリックコメント手続は、一定時間を要

しますが、市民等の意見表明が安易で、現在でも、本市において採用

されている市民参加の手法である。そのため 政策の案を公表するに当
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たっては、市民等がその案件についての内容 を十分理解し、適切な意

見を提出できるように、市民等にとって分かり やすさに心がけるこ と

が大切です。こうしたことから、事前に公表する事項を規定していま

す。  

 

【解説】  

本条は、パブリックコメント手続の実施により、市民等の意見を求

めようとする際、事前に公表する事項を定めたものです。政策の案を

公表するに当たっては、（１）政策の案の目的、趣旨、内容及び背景（２）

政策の案を立案する際に整理した市の考え方及び論点（３）前２号に

定 め る も の の ほ か 、 市 民 等 が 政 策 の 案 を 理 解 す る た め に 必 要 な 資 料

（４）意見等の提出先、提出方法及び提出期間を公表します。   

「市民等が政策の案を理解するために必要な資料」には、根拠法 令、

計画等の策定又は改定に当たっては、上位の計画等の概要、政策等の

実施により生ずることが予想される影響の程度及び範囲などがありま

す。  

 

 

（パブリックコメント手続における意見等の提出方法等）  

第１１条  パブリックコメント手続における意見等の提出方法は、次の

とおりとします。  

（１）郵便  

（２）ファクシミリ  

（３）電子メール  

（４）書面の持参  

２  パブリックコメント手続における意見等の提出期間は、前条の規定

による公表の日から３０日以上とします。ただし、特別の事情がある

ときは、市は、理由を併せて公表した上で、これよりも短い期間を設

けることができます。  

３  パブリックコメント手続により意見等を提出しようとするものは、

住所、氏名その他市が必要と認める事項を明らかにしなければなりま

せん。  

４  市は、パブリックコメント手続を行う場合は、政策の案をわかりや

すく市民等に公表し、より多くの意見等を得るように努めなければな

りません。  
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【趣旨】  

本条は、パブリックコメント手続における意見等の提出方法、提出

期間、提出できるものを明らかにするとともに、多くの意見が提出さ

れるよう市の政策の案をわかりやすく市民等に公表することを規定し

ています。  

 

【解説】  

【第１項】  

意見等の提出方法は、郵便、ファクシミリ、電子メール、書面の持

参とし、案の公表の際に明示します。  

【第２項】  

 意見等の提出期間を公表の日から３０日以上としたのは、行政手続

法第３９条「意見公募手続」の第３項に、また特別の事情があるとき

は、これよりも短い期間を設けることができると規定したのは、同法

第４０条第１項「意見公募手続の特例」に準拠したものです。  

【第３項】  

 意見の提出に当たっては、自治基本条例第３６条の趣旨を踏まえ、

市政への参加に当たっては、その発言及び行動に責任を持つ観点から、

市民等が意見を提出しようとするときは、 住所、氏名その他市が必要

と認める事項を明らかにするよう規定しています。  

 また、自治基本条例の市民等の責務を踏まえ、住所、氏名を明記し

ていない場合は、市民等の意見として取り扱わないこととします。  

【第４項】  

 基本原則に則り、より多くの意見等を得る ことができるよう政策の

案をわかりやすく市民等に公表することを規定しています。  
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（パブリックコメント手続における意見等の処理）  

第１２条  市は、前条の規定により提出された意見等を多面的かつ総合

的に検討して、パブリックコメント手続を行った政策について、意思

決定を行わなければなりません。  

２  市は、前項の規定により意思決定を行ったときは、不開示情報を除

き、パブリックコメント手続により提出された意見等の概要及びこれ

に 対 す る 市 の 考 え 方 並 び に 政 策 の 修 正 内 容 を 公 表 し な け れ ば な り ま

せん。  

 

【趣旨】  

 市は、市民等の意見等を聴くだけではなく、その内容がどのよう に

意思決定を行った際に反映され たのか、その結果について、意見を提

出した本人及び他の市民等に理解を得るよう説明責任を果たさなけれ

ばなりません。  

 

【解説】  

【第１項】  

 市は、パブリックコメント手続により提出された意見等を必ず採り

入れることはできませんが、提出された意見等については、あらゆる

角度から総合的に検討し、パブリックコメント手続を行った政策につ

いて、意思決定することを規定しています。  

【第２項】  

 パブリックコメント手続により提出された意見等の概要及びこれに

対する市の考え方並びに政策の案を修正したとき は、その内容を公表

し、市民等への説明責任を果たすことを規定しています。  
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【趣旨】  

 意見交換会は、市と市民等及び市民等が相互に 直接議論することに

より、双方向のコミュニケーションを図ることができ、論点を整理す

ることができます。  

 

【解説】  

【第１号】  

 意見交換会を開催するときは、開催の目的を明らかにするとともに、

開催の目的を市民等が理解しやすいよう資料等があるときは、その資

料も併せて公表します。  

【第２号】  

 市民等が誰でも参加できるように意見交換会の開催 の日時及び場所

を明らかにします。  

 

【趣旨】  

 意見交換会は、市が参加者の意見を直接聴く場でもあり、市として

の考えを伝える場でもあります。ここから生まれた情報は、意見交換

会の参加者だけでなく、市民等の情報共有を図るためにも内容を公表

することにより、政策決定の透明化が図られます。  

 

【解説】  

（意見交換会の開催の手続）  

第１３条  市は、意見交換会を開催するときは、事前に次に掲げる事項

を公表しなければなりません。  

（１）開催の目的（政策の案その他の資料があるときは、当該資料を含

む。）  

（２）開催の日時及び場所  

（意見交換会の開催記録の作成及び公表）  

第１４条  市は、意見交換会を開催したときは、開催記録を作成すると

ともに、不開示情報を除き、これを速やかに公表しなければなりませ

ん。  

２  市は、意見交換会で出された意見に対する検討を終えたときは、不

開示情報を除き、その結果を速やかに公表しなければなりません。  
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【第１項】  

 意見交換会の開催記録を作成し、 公表することにより、意見交換会

に透明性を図るとともに、意見交換会に参加できなかった市民等との

共有化を図るものです。  

【第２項】  

 意見交換会で出された意見に対する検討を終えたときは、結果を 速

やかに公表し、意見交換に参加した者だけでなく 市民等に内容を周知

し、情報を共有していきます。  

 

 

（公聴会の開催の手続）  

第１５条  市は、公聴会を開催しようとするときは、事前に次の事項を

公表しなければなりません。  

（１）公聴会の開催の日時及び場所  

（２）政策等の案及び案に関する資料  

（３）公聴会に出席して意見を述べることができる者の範囲  

（４）公聴会に出席して意見を述べることを希望する場合の意見の提出

先、提出方法及び提出期間  

（５）前各号に掲げるもののほか、市が必要と認める事項  

２  市は、意見の提出期間内に意見の提出がなかっ たときは、公聴会を

中止し、その旨を速やかに公表しなければなりません。  

 

【趣旨】  

 公聴会の開催手続について規定したもので、本条から第１９条まで

の規定は、市議会における公聴会に準じた内容になっています 。  

 

【解説】  

【第１項】  

 公聴会を開催する場合に、市が公表すべき事項について規定した も

のです。  

【第２項】  

 提出期間内に公述希望者がいないときは、公聴会を中止し、その旨

を速やかに公表することを規定した ものです。  

 

  



22 

（公述人の決定）  

第１６条  公聴会に出席して意見を述べようとする市民等は、文書であ

ら かじ め そ の理 由 及 び案 件 に 対す る 賛 否を 市 に 申し 出 な けれ ば な り

ません。  

２  市は、必要と認めるときは、公聴会において学識経験を有する者の

意見を聴くことができます。  

３  公聴会において意見を述べることができる者（以下「公述人」とい

う。）は、第１項の規定による申出をした者及び前項の学識経験を有

する者の中から市が決定します。この場合においては、当該案件に対

し賛成者及び反対者があるときは、一方の意見に偏らないように公述

人を決定しなければなりません。  

４  市は、公述人を決定したときは、第１項の規定により申出を行った

者（公述人として決定しなかった者を除く。）及び第２項の規定によ

り公述人とした学識経験を有する者に対し、その旨を文書で通知しな

ければなりません。  

５  市は、公述人を決定したときは、第１項の規定により申出を行った

者のうち、公述人として決定しなかった者に対し、文書でその旨を通

知しなければなりません。  

 

【趣旨】  

 公述人を決定する手続について規定した ものです。  

 

【解説】  

【第１項】  

 公聴会に出席して意見を述べようとする場合は、 文書であらかじめ

その理由及び案件に対する賛否 を市に申し出ることを規定したもので

す。  

【第２項】  

 公聴会は、市の政策の案に対して、賛成の意見と反対の意見が存在

する場合において、市民等の意見を聴くために市が開催する会議をい

います。こうしたことから、必要と認めるときは、公聴会において学

識経験を有する者の意見を聴くことにより、 広く意見を聴き政策の決

定を行うものです。  

【第３項】  

 文書であらかじめ申し出た市民等の中から、公述人を決定する場合
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は、賛成者、反対者の一方に偏らないように配慮することを定めたも

ので、学識経験を有する者によって意見が分かれている場合は、公平

を損なうことがないよう配慮して決定します 。  

【第４項】  

公述人を決定したときは、その旨を文書で通知することを規定した

ものです。  

【第５項】  

 公述人を決定したときは、公述人として決定しなかった者に対して

も、文書でその旨を通知することを規定したものです。  

 

 

（公述人の義務）   

第１７条  公述人が公聴会において発言しようとするときは、公聴会の

議長の許可を得なければなりません。  

２  公聴会における公述人の発言は、その意見を聴こうとする案件の範

囲を超えてはなりません。  

３  公聴会における公述人の発言がその範囲を超え、又は公聴会におい

て公述人に不穏当な言動があるときは、公聴会の議長は、発言を制止

し、又は退席させることができます。  

４  公述人は、公聴会において公聴会の議長に対して質疑をすることが

できません。  

 

【趣旨】  

 公述人の義務について規定したものです。  

 

【解説】  

【第１項】  

 公聴会が円滑に運営されるよう公述人は議長に許可を得て発言する

ことを規定したものです。  

【第２項】  

 公聴会は、市の政策の案に対して、市民等の意見を聴くために開催

することから、公述人は、意見を聴こうとする案件の範囲を超えて発

言するができないことを規定したものです 。  

【第３項】  

 公述人の発言がその範囲を超え又は公聴会において公述人に不穏当
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な言動があったときは、公聴会の秩序を維持するため 議長は、公述人

の発言を制止し又は退席させることができることを規定したものです。 

【第４項】  

公聴会は、賛成の意見と反対の意見が存在する場合において、市民

等の意見を聴くために開催する会議であり、議長と公述人が意見を交

わす場ではないことから、公述人は、議長に対して質疑をすることが

できないことを規定したものです。  

 

 

（公聴会における代理人又は文書による意見の陳述）  

第１８条  公述人は、公聴会において代理人に意見を述べさせ、又は文

書で意見を提示することができません。ただし、公聴会の議長が特に

許可した場合は、この限りではありません。  

 

【趣旨】  

 公聴会における公述人の代理人の発言及び文書による意見陳述の義

務について規定したものです。  

 

【解説】  

 公聴会において、意見を述べることができるものは、公述人として、

市が決定したものに限られますが、身体的な事情等により、決定した

公述人が意見を述べられないときは、代理人に意 見を述べさせ又は文

書で意見を提示することができることを規定した ものです。  
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（公聴会の議事等）  

第１９条  公聴会は、市が指名する者が公聴会の議長となり、公聴会の

議長が公聴会を主宰します。  

２  公聴会の参加者は、公聴会を進行させるための公聴会の議長の指示

に従わなければなりません。  

３  公聴会の議長は、公述人に対して質疑をすることができます。  

４  公聴会の議長は、公聴会を開催した都度、規則で定める事項を記録

し、市に報告しなければなりません。  

５  市は、公聴会が終結したときは、前項の規定により報告された記録

を不開示情報を除き、速やかに公表しなければなりません。  

 

【趣旨】  

 公聴会の運営事項について、基本的な事項を規定したものです。  

 

【解説】  

【第１項】  

 公聴会の議長及び議長の役割を規定した ものです。  

【第２項】  

 公聴会を円滑に進めるための議長の権限を規定した ものです。  

【第３項】  

 議長は、述べられた意見に対しての疑問 がある場合は、公述人に対

して質疑ができることを規定したものです。  

【第４項】  

 公聴会の議長が市に報告する事項を規定し たもので、規則に定める

事項とは、公聴会の開催及び閉会の日時、公聴会に付した案件の名称、

出席者、公聴会の議事、議長が特に必要があると認めた事項をいいま

す。  

【第５項】  

 市は、公聴会が終結したときは、公聴会を傍聴できなかった市民等

に対しても内容を周知するため、前項の規定により報告された記録を

不開示情報を除き公表することを規定したものです。  
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（政策提案の提出及び審査等）  

第２０条  市民等は、１０人以上の連署をもって、その代表者が政策提

案 制 度 に よ り 公 益 的 な 観 点 か ら 市 に 対 し て 対 象 事 項 に つ い て 提 案 を

することができます。  

２  市は、対象事項等について、政策提案制度により提案を求めようと

するときは、次の事項を事前に公表しなければなりません。  

（１）提案を求める政策の目的  

（２）提案することができるものの範囲  

（３）提案方法及び提出期間  

（４）その他提案に関して必要な事項  

３  市は、提案のあった政策等について公開による審査を実施し、審査

結果及びその理由を当該提案に係る代表者に通知するとともに、不開

示情報を除き、これを公表しなければなりません。  

 

【趣旨】  

 市民等が具体的な政策を市に提案し、その提案に対し、市が多面的

かつ総合的に検討し、意思決定を行うとともに、その提案の概要、市

の考え方等を公表する一連の手続をいいます。 その政策提案の提出要

件及び審査等について規定した ものです。  

  

【解説】  

【第１項】  

 政策提案を行う市民等は、１０人以上の連署をもって、その代表者

提案書を提出します。本項に基づく政策提案は、単なる個人的な意見

ではなく、市民等が市の全体のことを考えた政策を実現するため、 対

象事項について具体的な提言をするものです。１０人以上の連署を必

要とした理由は、政策提案という市民参加に当たって、市民等の豊か

な経験と発想から生まれた提案が、市民等同士の中で議論が重ねられ

ることにより、提案の内容がより磨かれ、さらに充実したものとなる

ことを目指したものです。  

 提案の時期については、制 限を設けていないため市民等は何時にお

いても、１０人以上の連署により対象事項について、政策提案を行う

ことができます。  

 なお、本市では、自治基本条例第１２条で、次世代を担う子どもが、

自己に関係のあるまちづくりなどの事柄について、意見の表明という
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まちづくりへの参加の機会を設けることは、自治能力を形成 していく

上で重要な意味があるという観点から、子どもの意見表明の機会の保

障について規定していることを踏まえ、政策提案における年齢制限は

設けていません。  

【第２項】  

 市が、市民等に政策提案制度により提案を求めようとするときの公

表すべき事項を規定したものです。前項の政策提案とは異なり、市の

事務の全域にわたる政策提案が可能となっています。  

【第３項】  

 本項は、第１項又は第２項の規定により、 市民等から提案のあった

政策等について、公開による審査を実施し、 審査結果及びその理由を

当該提案に係る代表者に通知し、公表することを規定した ものです。  

 

 

 

【趣旨】  

議会における市民参加の促進及び市民参加の手続について 規定した

ものです。  

 

【解説】  

【第１項】  

この条例は、流山市自治基本条例第１６条の規定に基づき、市民 等

の行政の運営及び議会の活動への参加の手続その他必要な事項を定め

市民自治を推進するために制定しましたが、 議会における市民参加の

促進については、「開かれた議会」を標榜する流山市議会基本条例にの

っとり、促進することを規定したものです。  

【第２項】  

 市の市民参加の方法については、第６条で、審議会等の開催、パブ

（議会における市民参加の促進）  

第２１条  議会は、「開かれた議会」を標榜する流山市議会基本条例（平

成２１年流山市条例第１０号）にのっとり、議会における市民参加を

促進しなければなりません。  

２  議会における市民参加の手続については、議会で定めるものとしま

す。  
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リックコメント手続、意見交換会の開催、公聴会の開催、政策提案制

度その他効果的と認められる方法を規定しました が、議会における市

民参加の手続については、議会基本条例にのっとり、市民参加を促進

する議会において定めることを規定したものです。  

議会における市民参加として、 議会基本条例第９条に規定するよう

に、議会は、市民との意見交換の場を多様に設け 、議員の政策立案能

力を強化するとともに、政策提案の拡大に努めるものとし、その意見

交換の場の一つとして、同条例第１０条では、市民の関心や意見を直

接聴く貴重な機会として、議会報告会を位置づけて、実施していくこ

とを規定しています。  

また、市の市民参加の方法として、公聴会の開催を掲げていますが、

議会では、議会基本条例第１７条第２項では、委員会を適切に運営す

るに当たり、多様な意見聴取の手法として、必要に応じて、参考人制

度や公聴会制度を十分活用していくことを規定しています。  

市の政策提案制度と同様に、市民等が具体的に政策提案できる議会

の制度には、請願、陳情があります。  

さらに、議会において、市民参加の方法として効果があるとして行

われているものに、本会議の傍聴者や議会報告会の出席者に行ってい

るアンケート、議会ホームぺージのリニューアルに向けて、平成２４

年５月に実施したインターネット上でのアンケートがあります。  

 

 

（協働における市の役割）  

第２２条  市は、協働を推進するため、次の各号に掲げる事項を 行うも

のとします。  

（１）協働に関する情報の収集及び提供  

（２）市民等の交流及びネットワークの構築のための支援  

（３）市民等の活動によって課題解決が困難な場合の補完 のための支援

（４）協働を推進するための人材育成  

（５）その他協働の推進に必要な事項  

 

【趣旨】  

 協働を推進するため、市が行う事項について規定したものです。  

 

【解説】  
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【第１号】  

 協働を推進するためには、市民等と市、市民等相互 の情報の共有が

大切です。そのためには、市は、協働に関する基本的な情報の収集を

行い、それを提供することを定めたものです。基本的な情報には、市

政運営に関することや地域コミュニティの活動に関する情報も含まれ

ます。  

【第２号】  

 市民等は、連携することにより大きな力を発揮することができます 。

この連携を図るためには、市民等相互の交流の場を設け、市民等 が相

互に連絡がスムーズにできるよう環境を整備 するほか、市民等のネッ

トワークを構築するための支援を行うことを規定しています 。  

【第３号】  

 市は、協働に関する情報の収集及び提供並びに市民等の交流及びネ

ットワークの構築のための支援 を通して、情報を蓄積することができ

ます。  

 この情報を活用し、市民等の活動によって課題解決が困難な場合 は、

市民等の連携をコーディネートするなど必要な 支援を行うことを規定

しています。  

【第４号】  

 協働を推進するためには、そのための専門知識や経験、ノウハウを

持った人材を育成することが必要です。こうしたこと から、市民等を

対象とした講座の開催や研修を行うことを規定したものです。  

【第５号】  

その他協働の推進に必要な事項には、地域コミュニティへの財政的

支援や市民活動推進センターの機能の強化 、協働によるまちづくりを

効果的に推進するための制度の整備 などがあります。  

 

 

（流山市市民参加推進委員会の設置）  

第 ２ ３ 条  こ の 条 例 に 基 づ く 市 民 参 加 を 推 進 す る た め 、 地 方 自 治 法 第

１３８条の４第 ３ 項の規定により 、 流山市市民参加 推 進委員会（以下

「推進委員会」という。）を設置します。  

 

【趣旨】  

 推進委員会は、この条例に基づく市民参加を推進するとともに、実
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効性のある制度とするため、条例の運用に関する評価及び改善のため

の提案などを行うために附属機関として設置するものです。  

 

【解説】  

 推進委員会は、地方自治法第１３８条の４第３項に規定する市の附

属機関であることを明らかにしたものです。  

 

 

（推進委員会の所掌事務）  

第２４条  推進委員会の所掌事務は、次に掲げるとおりとします。  

（１）この条例の運用に関する評価及び改善のための 答申及び建議  

（２）この条例の見直しに関する審議、検討及び調査  

（３）前２号に掲げるもののほか、市民参加の推進に関する 基本的事項  

の審議、検討及び調査  

 

【趣旨】  

 推進委員会の所掌事務について定めたもので、この 条例の運用に関

する評価及び改善のための答申及び建議、この条例の見直しに関する

審議、検討及び調査のほか、市民参加の推進に関する基本的事項の審

議、検討及び調査を明示したものです。  

 

【解説】  

【第１号】  

 推進委員会は、この条例の運用に関する評価及び改善のための 答申

をするほか、自ら建議をすることができます。  

【第２号】  

 推進委員会は、この条例の見直しに関する審議、検討及び調査をす

ることができます。  

【第３号】  

 第１号及び第２号のほか、市民参加の推進に関する基本的事項の審

議、検討及び調査を行います。  
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（推進委員会の組織等）  

第２５条  推進委員会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する１０

人以内の委員をもって組織します。  

（１）公募による市民等  

（２）市内で地域活動を行う団体を代表する者  

（３）学識経験を有する者  

２  委員の任期は、２年とします。ただし、委員が欠けた場合における

補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とします。  

 

【趣旨】  

 推進委員会の委員構成及びその任期を定めたものです。  

 

【解説】  

【第１項】  

 市民参加の手続を定めたこの条例は、市民のニーズなどを反映し て、

改善していかなければなりません。こうしたことから、市民の視点 に

立った話し合いの場として、推進委員会を設置し、 委員総数を１０人

以内としています。  

第１号「公募による市民等」とは、 本市の住民基本台帳に記録され

ている者、市内で働く者、就学する者、市内の自治会、ＮＰＯ及び事

業者をいいます。  

 第２号「市内で地域活動を行う団体を代表する者」とは、自治会や

ＮＰＯを代表する者をいいます。  

 第３号「学識経験を有する者 」とは、市民参加について、専門的な

知識や経験を有する者をいいます。  

 第２号に規定する者は、市民等の範疇に入るため、第１号の公募に

よる市民等を公募する場合は、２号の者を除いて募集する運用になり

ます。   

【第２項】  

 委員の任期について定めたもので 、流山市附属機関に関する条例で

規定されている他の附属機関の委員の任期で、一般的となっている例

にならい２年としました。  
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（推進委員会の委員長及び副委員長）  

第２６条  推進委員会に委員長及び副委員長各１人を置きます。  

２  委員長は、学識経験を有する者として委嘱された委員のうちから委

員の互選により定めます。  

３  副委員長は、委員の互選により定めます。  

４  委員長は、推進委員会の事務を総理し、推進委員会を代表します。 

５  副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故のあるとき、又は委員

長が欠けたときは、その職務を代理します。  

 

【趣旨】  

 推進委員会を運営する委員長、副委員長について定めたものです。  

 

【解説】  

【第１項】  

 委員長及び副委員長の人数を規定しています 。  

【第２項】  

 委員長の選出方法については、推進委員会が、この条例の運用に関

する評価及び改善のための答申及び建議、この条例の 見直しに関する

審議、検討及び調査のほか市民参加の推進に関する基本的事項の審議、

検討及び調査するなど、幅広い検討を想定していることから、 学識経

験を有する者として委嘱された すべての委員のうちから委員の互選 に

より定めることを規定しています。  

【第３項】  

 副委員長の選出方法について規定しています 。  

【第４項】  

 委員長の職務と役割について規定しています。  

【第５項】  

 副委員長の職務と役割について規定しています 。  
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（推進委員会の議事）  

第２７条  推進委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長

が会議の議長となります。  

２  推進委員会の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことが

できません。  

３  推進委員会の会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否

同数のときは、推進委員会の議長の決するところによります。  

４  推進委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者に会議に

出席することを要請し、その説明又は意見を聴くことができます。  

 

【趣旨】  

 推進委員会の会議の招集の権限、会議の定足数、表決及び可否同数

の場合の裁決権について明らかにしたものです。また、推進委員会は、

議論の過程で必要な場合は、市の職員をはじめ、参考意見を聴くこと

ができる者を会議に出席させ、説明や意見を聴くことができるようし

たものです。  

 

【解説】  

【第１項】  

 委員会の会議の招集を委員長とし、委員長が会議の議長となること

を規定しています。  

【第２項】  

 会議の定足数について規定したもので、出席委員には、委員長を含

みます。  

【第３項】  

 表決の結果、可否同数のときは、議長が裁決権を行使します。  

【第４項】  

 推進委員会では、市の職員や参考意見を聴くことができる者を委員

会に出席することを要請し、説明や意見を聴くことができることを 規

定したものです。  
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（推進委員会の会議の運営等）  

第２８条  前条に規定するもののほか、推進委員会の議事及び運営に関

し必要な事項は、委員長が定めることができます。  

 

【趣旨】  

 委員長の権限を明確にすることにより、円滑な会議の運営を行うも

のです。  

 

【解説】  

【第１項】  

 委員長が、推進委員会の会議の議事を整理し、委員会の会議の運営

上必要事項について定めることができることを規定し、円滑な委員会

運営を図るものです。  

 

 

（推進委員会の部会）  

第２９条  推進委員会に専門の事項を調査させるため、部会を置くこと

ができます。  

２  部会に属すべき委員は、委員長が指名します。  

３  部会に部会長及び副部会長各１人を置き、部会に属する委員の互選

によってこれを定めます。  

４  部会長は、部会の事務を掌理します。  

５  部会長に事故のあるとき、又は部会長が欠けたときは、副部会長が

その職務を代理します。  

６  前２条の規定は、部会の会議に準用します。この場合において、第

２７条中「推進委員会」とあるのは「部会」と、「委員長」とあるの

は「部会長」と、「、委員の」とあるのは「、部会に属する委員の」

と、「 出 席委 員 の 」と あ るの は 「出 席し た 部会 に 属す る委 員 の」 と 、

「委員以外の」とあるのは「部会に属する委員以外の」と、前条中「推

進委員会」とあるのは「部会」と、「委員長」とあるのは「部会長」

と読み替えるものとします。  

 

【趣旨】  

 政策提案は、専門的な内容について様々な視点から調査検討するこ
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とを求められることもあるから、必要に応じて、部会を設置し、専門

的な議論を行います。  

 

【解説】  

【第１項】  

 部会の設置について規定しています。  

【第２項】  

 部会に属する委員は、その経歴等により委員長が指名することとし

ます。  

【第３項】  

 部会長及び副部会長の選出について規定しています 。  

【第４項】  

 部会長の役割について規定しています。  

【第５項】  

 副部会長の役割について規定しています 。  

【第６項】  

 第２７条及び第条の規定は、部会の会議に準用することを規定して

います。  

 

 

（議会への報告）  

第３０条  市長は、この条例に基づく市民参加の実施の状況に関し、毎

年１回、議会に報告するものとします。  

 

【趣旨】  

 この条例に基づく市民参加の実施状況を 議会に報告することを規定

したものです。  

 

【解説】  

 市長は、市民参加の実施の状況に関して、推進委員会に諮問するこ

とにより、客観的な立場から市民参加の実情 と市民自治の推進状況を

把握し、検証するとともに、その結果を毎年１ 回、議会に報告します。  
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（条例の見直し）  

第３１条  市長及び議会は、社会情勢及び市民参加の状況に応じて、こ

の条例の見直しを行うものとします。  

 

【趣旨】  

 この条例は、社会情勢や市民参加の状況を踏まえ、条例の運用状況

や効果を検証し、市民参加がより一層推進されるよう適宜条例の見直

しを行うことを規定したものです。  

【解説】  

 条例の制定や改廃の提案の権限は、市長と議会にあります。この条

例は、直接選挙により選ばれた市長と議員から構成された議会が 、適

時、社会情勢や市民参加の状況に応じて、 見直しを行うことを規定し

たものです。  

 

（委任）  

第３２条  この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めます。  

 

【解説】  

 この条例の施行に関して必要な事項は、市が規則で定めることを委

任することを規定したものです 。  

 

附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、平成２４年１０月１日から施行します 。  

 

（経過措置）  

２  この条例の施行の際、既に着手され、又は着手のための準備が進め

られ て いる 対 象事 項で あ って 、 時間 的な 制 約そ の 他正 当な 理 由によ

り、市民参加の手続を実施すること が困難であると認められるものに

ついては、この条例の規定は、適用しません。  

 

【解説】  

【第１項】   

 本条例の施行期日について、 平成２４年１０月１日と定めたもので
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す。  

 

【第２項】  

 経過措置として、本条例の施行期日において、 市民参加の対象事項

について、既に着手され又は着手のための準備が進められているもの

については、時間的な制約その他正当な理由により、市民参加の手続

を実施することができないものについては、 本条例の規定を適用しな

いことを規定したものです。  


